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省電力ジオフェンシングサービスのための
端末進行方向を考慮した間隔可変測位方式

中川 智尋1,2,a) 太田 賢1 稲村 浩1 鈴木 誠2 森川 博之2

受付日 2014年4月6日,採録日 2014年10月8日

概要：本論文では，スマートフォンにおいてジオフェンシングサービスを省電力に実現する技術として，
端末の進行方向を考慮した間隔可変測位方式を提案する．従来の間隔可変測位方式では，端末の進行方向
を考慮しないため省電力性能に制約があった．監視スポットに対する移動方向に対する閾値を設定して測
位間隔を調整する方式も考えられるが，端末が監視スポットから逸れた方向に移動すると測位間隔が過度
に大きくなり，検出漏れとなる問題がある．これに対して，提案方式では，監視対象の領域に対する端末
の進行方向と端末の移動速度から「接近速度」を連続的に算出する．提案アルゴリズムにより，端末の移
動方向が監視スポットから逸れるに従って測位間隔を広げることで消費電力を抑制するとともに，端末が
移動している際の方向変化への耐性を確保する．50人分の約 2カ月間の GPS履歴から生成した移動軌跡
データを用いたシミュレーションにより，従来の間隔可変測位方式と比較して，監視スポットが滞在点の
近辺に存在するシナリオにおいて，検出精度の劣化を発生させずに測位回数を 29%改善できることを示す．
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Abstract: We propose a variable interval positioning method which utilizes the terminal’s moving direction
for smartphone-based geofencing services. Previous work of variable interval positioning method suffers from
high battery consumption due to excessive position measurements. Näıve approaches, which utilize threshold
of terminal moving direction to decide positioning interval, also fall short in high detection accuracy due to
overlong positioning interval in case the terminal deviates from the target spot. The proposed method solves
this problem by adjusting appropriate positioning interval according to the terminal’s moving direction. The
proposed algorithm calculates the terminal’s “access speed” as continuous value by using the terminal’s speed
and the angle between the terminal’s moving direction and the target spot’s direction. The mechanism of
the proposed method enables tolerance against the change of terminal’s moving direction. The simulation
results based on real GPS log shows that number of position fixes is reduced by 29% without degradation of
detection accuracy.
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1. はじめに

GPSや基地局測位等の測位機能を搭載したスマートフォ

ンが普及し，位置情報を活用したサービスが提供されて

いる．位置連動型サービスの重要な要素技術として，ジオ
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フェンシングが注目を集めている．ジオフェンシングと

は，地図上に監視対象の領域（以下では監視スポットと呼

ぶ）を設定し，その境界をユーザが越えたことを検知する

技術である．ジオフェンシングにより監視スポットに対す

る出入圏を検知して，あらかじめ決められた処理を自動的

に実行することにより，適切な情報やサービスを提供す

ることが可能となる．たとえば，日常生活におけるリマイ

ンドや，子供の見守りや盗難防止等の安心安全サービス，

ターゲティング広告等広い応用が期待される [1]．

スマートフォンにおけるジオフェンシングを実現するに

は，消費電力の低減と高精度な検知の両立が課題となる．

ユーザは滞在と移動を繰り返し，移動中にも速度や方向が

変化する．このため，消費電力の低減を目的として測位間

隔を大きくすると，端末の現在地や移動方向に関する正確

な情報が入手できなくなる．端末の移動速度にかかわらず

固定の周期で位置情報を取得する定期測位方式では，高精

度な入圏検知を行うためには常時高頻度な測位処理が必要

となる．これに対して，間隔可変測位方式と呼ばれる，位

置情報のサンプリング周期を可変とする方式を利用するこ

とで，測位処理にかかる消費電力を削減することができる．

ジオフェンシングのための間隔可変測位方式として，監

視スポットの周辺に誤差耐性領域を設定する方式 [2]があ

る．この方式では，端末は事前に設定した想定最大速度で

任意の方向へ移動すると仮定し，監視スポットへの入圏時

刻を推定して測位間隔を決定する．これにより，測位誤差

への耐性を確保しつつ，測位契機を削減して消費電力を低

減させる狙いがある．しかし，この方式は端末の移動方向

を考慮しておらず，さらに省電力化する余地があると考え

られる．

本論文では，監視スポットに対する端末の移動方向に応

じて算出した「接近速度」を用いて測位間隔を決定する間

隔可変測位方式を提案する．移動方向を考慮した間隔可変

測位方式として，移動方向の閾値を超えた場合に測位間隔

を上限値とする方式が考えられる．この方式では，端末が

監視スポットから逸れた方向に移動すると測位間隔が過度

に大きくなるため，端末の移動方向が監視スポットに向け

て変化した場合に検出漏れとなるという問題がある．この

問題に対応するため，提案方式では，監視スポットの方向と

端末の進行方向のなす角度と移動速度から接近速度を連続

的に算出する．これにより，端末の移動方向が監視スポッ

トから逸れるに従って測位間隔を広げることで消費電力を

抑制するとともに，端末が移動している際の方向変化への

耐性を確保する．GPS履歴を用いた現実的な移動軌跡デー

タを用いたシミュレーションにより提案方式を評価した結

果，提案方式では，監視スポットが散在するシナリオにお

いて，検出精度の劣化を発生させることなく，3つの比較

対象方式のうち最も高い性能を示した想定最大速度利用方

式と比較して測位回数を 29%改善する効果が確認された．

本論文の貢献は以下のとおりである．

• 移動方向の閾値を用いて測位間隔を調整する簡易な間
隔可変測位方式における問題点を示した．

• 端末の移動方向の変化への耐性を備えた省電力間隔可
変測位アルゴリズムを提案した．

• 現実的な移動軌跡データによるシミュレーションによ
り，3種類の間隔可変測位方式と提案方式を評価し，

提案方式の有効性を示した．

本論文の構成を以下に示す．2章では，ジオフェンシン

グに適用可能な関連研究を示し，既存の間隔可変測位方式

の問題点を述べる．3章では，端末の移動方向に着目し，

監視スポットへの接近角度の閾値を用いた間隔可変測位

方式について問題を分析する．4章では，この分析をふま

えて間隔可変測位方式の要件を定義し，測位間隔の連続性

を特徴とする方式を提案する．5章では，実際のユーザの

GPS履歴を用いた現実的な移動軌跡データによるシミュ

レーションにより提案方式の有効性を示す．最後に，6章

で結論を述べる．

2. 関連研究

本章では，まず，ジオフェンシングを省電力化するため

の関連研究として，加速度センサや GPS測位，基地局測

位を組み合わせる移動検出技術 [3], [4]および測位手段切替

え技術について述べる．次に，ジオフェンシングにおける

測位処理を効率化する関連技術として，間隔可変測位技術

について述べ，既存の間隔可変測位方式の制約や問題点を

説明する．

移動検出技術 [3], [4]は，加速度センサを用いて端末が移

動中か否かを判定する．システムの起動中における消費電

力はスリープ状態と比較して数百倍の消費電力である [5]．

このため，スリープ状態を長時間維持することは，消費電

力の削減につながる．加速度センサの消費電力は測位処理

にともなう消費電力よりも小さいため，移動検出を短時間

で実施し，静止中の測位処理を抑止することにより，消費

電力を大幅に抑制できる．

測位手段切替え技術 [1], [7], [8]は，監視スポットが離れ

ている場合等，測位誤差が許容できる場合に消費電力の小

さい基地局測位を利用する．GPSと基地局測位では測位

誤差と消費電力がトレードオフの関係にあるため [6]，監視

スポットまでの距離に応じて適切な測位手段を利用するこ

とが望ましい．

これらの技術は，いずれもジオフェンシングサービスを

実現するうえで，本論文で取り組む間隔可変測位技術とは

互いに相補的であり，組み合わせてシステムを構成するこ

とができる．以下では，本論文において取り組む間隔可変

測位方式 [2], [6], [9], [10], [11]について述べる．

従来の間隔可変測位方式の多くは，ナビゲーションやト

ラッキングを目的としており，ジオフェンシングとは異な
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る要件に基づいて検討されている [6], [10], [11]．ナビゲー

ションやトラッキングの要件は，継続的に端末の位置を取

得し，つねに現在地を取得できることである．

これに対して，ジオフェンシングにおける入圏検知の要

件は，監視スポットまでの距離を考慮して，より少ない測

位処理により監視スポットへの入圏を検知することであ

り，現在値を継続的に取得する必要はない．方式 [10]は，

細粒度での位置取得によるユーザのトラッキングを目的と

しており，ジオフェンシングでは不要な経路上の位置履歴

を取得する．個人の習慣的な移動傾向を利用して省電力で

位置を特定する方式 [6]は，習慣的な移動経路から離れた

場合の経路を，多数の他人の移動経路を統計処理して推定

している．この方式では，監視スポットへの入圏の検出精

度が，経路の予測精度に大きく依存するという問題がある．

方式 [11]は，カルマンフィルタを用いて GPSの測位誤差

を除去することにより，端末の移動速度の推定精度を向上

させる．端末の速度が頻繁に変化する状況では高頻度な測

位処理が必要となり，ジオフェンシングには適用できない．

ジオフェンシングサービスへの適用が可能な間隔可変測

位方式 [2], [9]もあるが，端末の移動方向を考慮していない

ため，省電力性能に制約がある．監視スポットの周辺に誤

差耐性領域を定義する方式 [2]では，端末の移動方向にか

かわらず，想定最大速度で監視スポットに近づくとして測

位間隔を設定する．これにより，検出漏れや誤検出が誤差

耐性領域内でのみ発生することを保証する．センシングと

位置情報の送信頻度を動的に変更することにより消費電力

を抑制する方式 [9]では，移動端末が線形の移動パターン

に従うという仮定をおいており，移動方向の変化を正しく

検知するには測位間隔を短くする必要があり，検出漏れの

防止と省電力化を両立させることが難しい．最大速度の最

適値を推定する方式 [12]も検討されているが，端末の速度

を固定値とするため，消費電力の抑制効果は限定的である．

3. 移動方向の閾値を用いる方式の問題

本章では，ジオフェンシングサービスに適した間隔可変

測位方式として，端末の移動方向の閾値を用いて測位間隔

を決める 2つの方式を検討する．監視スポットを基準とし

た端末の移動方向について閾値を設けることにより，閾値

を超えた場合に測位頻度を抑制する．第 1の方式は，監視

スポットの周囲に設定した移動耐性領域を基準として閾

値を変更する閾値変動方式である．第 2の方式は，監視ス

ポットに対する進行方向に対して固定の閾値を設ける閾値

固定方式である．いずれの方式においても，端末の想定移

動速度 V maxが既知であると仮定し，V maxを用いて測位

間隔を決定する．

閾値変動方式において測位間隔を設定する方法を図 1 で

説明する．監視スポットの周囲に移動耐性領域が設定され

ており，端末は監視スポットに対して接近角度 θで移動し

図 1 閾値変動方式における測位間隔の設定方法

Fig. 1 Parameters for variable threshold method.

図 2 閾値変動方式における測位間隔

Fig. 2 Positioning interval by variable threshold method.

ている．ここで，接近角度 θは，監視スポットの方向と端

末の移動方向のなす角である．端末が直線運動により移動

すると仮定し，端末の現在地から，端末の移動方向に延ば

した直線と移動耐性領域の交点までの移動距離を d1とす

ると，測位間隔は d1/V maxと設定される．端末の現在地

から誤差耐性領域への接線と監視スポットの方向のなす角

を ϕとすると，接近角度 θが閾値 ϕを超えた場合，端末は

監視スポットに到達しないと見なされ，測位間隔を上限値

とする．この上限値は，端末が移動方向を変化させて監視

スポットに入圏することに備えて，一定時間の経過後に測

位を行うために設定する．

閾値変動方式では，端末が監視スポットから離れている

場合，測位間隔を大きく設定することにより検出漏れが発

生しやすい．閾値変動方式における接近角度と測位間隔の

関係を図 2 に示す．この図では，監視スポットの半径を

1 kmとし，移動耐性領域を 4 kmとしている．監視スポッ

トまでの距離が 10 kmの場合，接近角度が約 π/6で測位間

隔は上限値の 60分となる．このため，端末が π/6よりも

大きな接近角度で監視スポットの方向に向かうと検出漏れ

の原因となりうる．この測位間隔の不連続な変化は，監視

スポットまでの距離が遠い場合，より小さな接近角度で発

生する．監視スポットまでの距離が 30 kmの場合，接近角

度が約 π/18で測位間隔は上限値となる．したがって，監

視スポットが離れている場合ほど，監視スポットから少し

でも逸れた方向に進むと適切に測位間隔を設定できず，検

出漏れの原因となる．
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図 3 閾値固定方式における測位間隔の決定方法

Fig. 3 Parameters for fixed threshold method.

図 4 閾値固定方式における測位間隔

Fig. 4 Positioning interval by fixed threshold method.

閾値固定方式において測位間隔を設定する方法を図 3 に

示す．閾値固定方式では，接近角度 θが閾値 λを超えた場

合に測位間隔が上限値となる．ここで，閾値 λは 0から π

の間の固定値とする．接近角度 θ が閾値 λを下回る場合

は，監視スポットの境界までの距離 d2と，想定の最大移

動速度 V maxを用いて，測位間隔を d2/V maxとする．こ

の方式では，端末が監視スポットから逸れた方向に移動し

ている場合でも，接近角度が閾値 λ以内であれば測位間隔

は短く設定される（図 4）．

閾値固定方式は，監視スポットからの距離が離れた場合

における検出漏れの問題を回避できるが，端末の移動方向

の変化への耐性は十分ではない．接近角度 θが閾値 λを超

えた場合，測位間隔は上限値となり，検出漏れにつながる

可能性がある．また，閾値 λを大きくすることにより検出

漏れを抑制できるが，その場合，進行方向にかかわらず短

い測位間隔が設定されるため，消費電力を低減させること

ができない．

このように，端末の移動方向を考慮した方式として移動

方向の閾値を設定する方式が考えられるが，いずれの方式

も，端末の移動方向の変化がある環境では，検出精度と消

費電力の低減を両立させることが困難と考えられる．

4. 進行方向を考慮した接近速度算出方式

前章の議論をふまえて，本論文では，端末側の移動方向

の変化を考慮して接近速度を算出する方式を提案する．提

案方式では，端末が監視スポットから逸れた方向に進行し

ている場合でも，接近角度に応じた測位間隔を維持し，検

図 5 接近速度算出と測位間隔決定に用いるパラメータ

Fig. 5 Parameters for calculating access speed and positioning

interval.

出精度の劣化を防止する．3章で述べた閾値変動方式およ

び閾値固定方式は，接近角度が大きい場合に測位間隔が不

連続に上限値となる．これは，監視スポットへの到達が予

測されるまでの時間を適切に計算できず，次回までの測位

時間が上限値となることを意味しており，検出漏れの原因

となる．

提案方式では，現在地から監視スポットの境界までの距

離 dを監視スポットに対する接近速度 Va で除し，測位間

隔を d/Va とする（図 5）．ここで，接近速度 Va は，端末

の想定最大速度 V maxと接近角度 θ の関数として定義す

る．なお，端末の移動方向は，過去の 2回の測位結果に基

づいて算出する．

接近速度 Va を規定するにあたり，接近角度 θおよび想

定最大速度 V maxとの関係について下記の条件を満たすこ

とを要件とした．

• 要件 1：接近角度 θ = 0の場合に Va = V maxとなる．

• 要件 2：Va は θに対する単調減少関数である．

• 要件 3：Va は θに対する連続関数である．

各要件を満たすことにより，端末の進行方向の変化に対

して検出漏れを発生させないための耐性を確保する．要

件 1は，端末が監視スポットの方向に向かって進んでいる

場合，想定最大速度をそのまま用いることを意味する．要

件 2は，端末の移動方向が監視スポットから逸れるに従っ

て，測位間隔を遅らせることを意味する．要件 3は，監視

スポットから逸れた方向に進んでいる場合でも，測位間隔

が不連続に変化して上限値とならないことを意味する．

これらの要件を満たす接近速度 Va の定義として，全方

位モードと方位限定モードの 2つのモードを持つ接近速度

算出方式を定義する．全方位モードは，移動方向の変化へ

の耐性を高めるため監視スポットがどの方向であっても接

近速度を 0としないモードである．方位限定モードは，監

視スポットが進行方向から一定の角度以上で逸れた場合

に，接近速度を 0とするモードである．全方位モードおよ

び方位限定モードにおける接近速度 Va は，それぞれ以下

の式により定義する．
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図 6 進行方向を考慮した接近速度の算出（左：全方位モード．

右：方位限定モード）

Fig. 6 Access speed calculation by using moving direction

(Left: All round mode. Right: Limited direction mode).

全方位モード：

Va =
(

1+α

2
+

1−α

2
cos θ

)
V max (0 ≤ α ≤ 1) (1)

方位限定モード：⎧⎪⎨
⎪⎩

Va =
(

1
2

+
1
2

cos
π

β
θ

)
V max, if 0 ≤ θ ≤ β

Va = 0, if β ≤ θ ≤ π

(0 ≤ β ≤ π) (2)

提案方式では，接近速度の算出において，到達予測時間

に対して一定の余裕を確保する．これにより，移動方向の

変化への耐性を確保し，入圏の検出漏れを防止する．提案

方式におけるパラメータ α，β が大きいほど接近速度は大

きく，測位頻度は高くなる．全方位モードにおける αは 0

から 1までの値であり，端末が監視スポットに対して正反

対に移動している際の接近速度が αV maxとなるように接

近速度を算出する．全方位モードでは，端末の移動方向に

かかわらず接近速度は正の値となる．方位限定モードにお

ける β は接近速度を与える角度であり，0から πまでの間

の値をとる．接近角度が β 以上の場合に，接近速度を 0と

する．なお，提案方式は，接近速度を導入することにより，

将来の移動方向の変化への耐性だけでなく，移動方向の推

定結果の誤差への耐性を備える効果もある．

提案方式における 2つのモードは，パラメータ α，β を

変化させると接近速度を連続的に調整できる．提案方式

における接近速度の算出結果の例を図 6 に示す．端末の

進行方向が右方向で，監視スポットが点線方向の場合，接

近速度 Va は，点線上に記載した矢印で示された速度とな

る．全方位モードと方位限定モードの連続性は，α = 0の

場合と β = πの場合において確保され，この状態における

両モードの接近速度は同一となる．全方位モードで α = 1

の場合，監視スポットの位置によらず接近速度は想定最大

速度 V maxに一致する．また，方位限定モードで β = 0

に近づくに従い，既存の間隔可変測位方式に近い挙動を

図 7 提案方式における測位間隔

Fig. 7 Positioning interval by the proposed method.

示す．たとえば，全方位モードで α = 0.5の場合，監視ス

ポットに対する接近角度 θ = π/3（図 6 (i)）では接近速度

Va = 0.875V maxとなり，θ = π/2（図 6 (ii)）では接近速

度 Va = 0.75V maxとなる．このように，提案方式では，

パラメータ α，β を導入して接近速度を決定することによ

り，接近角度 θのみを用いる場合よりも柔軟に検出精度お

よび消費電力を調整できる．

提案方式では，接近速度 Va は接近角度 θの連続関数で

あるため，接近角度 θが増加した場合に測位間隔が不連続

に上限値とならない．測位頻度が過度に高頻度もしくは低

頻度にならないようにするため，測位間隔の最大値 Tmax

および最小値 Tminを定義する．提案方式における接近角

度 θと測位間隔の関係を図 7 に示す．図 7 では，Tminを

1分，Tmaxを 60分としている．たとえば，監視スポット

までの距離が 30 kmで提案方式のパラメータ α = 0の場

合，接近角度 θの増加にともない測位間隔が連続的に増加

し，θが 115度で測位間隔は上限値の 60分に達する．

複数の監視スポットが存在する場合における次回の測位

間隔 T は，以下の式により求める．

T = max{min(di/Vai, T max), T min} (3)

ここで，diは監視スポット iまでの距離，Vaiは監視スポッ

ト iに対する接近速度を示す．端末から各監視スポット i

までの距離 di および接近速度 Vai は異なるため，各監視

スポットに対して得られた測位間隔の最小値を利用する．

5. 評価

提案方式の有効性を検証するため，ユーザの GPS履歴

から生成した移動軌跡データを用いたシミュレーションに

より，測位回数および検出精度を評価した．1回の試行で

は，1人の 24時間分の移動軌跡を用いて，各方式のパラ

メータを変更した 34通りについて，同一の監視スポット

数および配置の条件下で評価した．

5.1 GPS履歴を用いた移動軌跡データ

シミュレーションにおいて利用する移動軌跡データとし

て，20代から 50代の男女を含む 50人の被験者が約 2カ月に
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図 8 GPS 履歴データ各サンプルの移動範囲の分布

Fig. 8 Distribution of travel range of GPS data samples.

わたって蓄積したGPS履歴を用いた．データの取得には，

15秒間隔のサンプリング周期で測位が可能な Transystem

社の GPSロガー 747Proを用いた．GPSロガーを 1日を

通じて携行して取得したデータは，滞在と移動および速度

や移動方向の変化を含み，現実的な移動状況における提案

方式の性能を評価できる．シミュレーションの 1回の試行

では，無作為に抽出された 1人のユーザの 24時間のシミュ

レーションを行った．

シミュレーションの実行前の処理として，欠損の多い

データを除外するため，1 日単位で GPS の履歴が 10 時

間分に満たないデータを除外した．また，移動範囲が小

さいデータや，大きな誤差を含むデータを除去するため，

移動範囲が 50 km2 以上 10,000 km2 未満のデータを採用し

た（図 8）．移動範囲が 50 km2 未満のため除外されたサン

プル数は 787 であり，10,000 km2 以上のため除外された

サンプル数は 6である．採用したサンプルのうち 78%に

あたる 320サンプルの移動範囲が 50 km2 以上 1,000 km2

未満，10%にあたる 42 サンプルの移動範囲が 1,000 km2

以上 2,000 km2 未満であり，残りの 12%は 3,000 km2 以上

10,000 km2 未満の間に分散している．なお，移動範囲は，

GPS履歴に含まれる緯度方向および経度方向の移動距離

の積による概算値として算出した．

シミュレーションの実行時には，15秒間隔の測位履歴

に対して線形補間を行い，1秒単位で移動先を計算して，

ユーザの位置の真値とした．データの一部が欠損している

場合，欠損部分は等速直線運動と仮定して線形補間した．

なお，各方式の測位処理ではGPSによる測位を行うことと

し，位置の真値に対して，GPSの測位誤差を加えた結果を

測位結果として与える．GPSの測位誤差は，平均値 0 m，

標準偏差 3.15mの正規分布に従うとして算出した [13]．

5.2 監視スポット

シミュレーションでは，監視スポットの配置と形状につ

いて各 2 種類の設定を行い，合計 4 種類のシナリオにつ

図 9 GPS 履歴と監視スポットの配置（偏在シナリオ）

Fig. 9 GPS log and allocation of target spots (clustering).

図 10 GPS 履歴と監視スポットの配置（散在シナリオ）

Fig. 10 GPS log and allocation of target spots (random).

いて評価した．監視スポットの配置については，端末が移

動する領域内に監視スポットが偏在するシナリオと，移動

する領域に限定せずに散在するシナリオを想定して配置し

た．また，監視スポットの形状は半径 1 kmおよび 100 m

の円形とした．

監視スポットの配置は，それぞれ異なるユースケースを

想定して設定した．偏在シナリオは，監視スポットが滞在

時間の長い場所や移動経路の近辺に存在する状況を模擬し

ており，リマインド等のサービスへの応用を想定している．

偏在シナリオでは，図 9 に示すように，監視スポット数

をクラスタ数として K-meansにより GPS履歴データのク

ラスタリングを行い，得られた結果を監視スポットの中心

とした．散在シナリオは，日常の行動範囲を越えた場所に

監視スポットが存在する状況を模擬しており，まれに立ち

寄る場所で店舗等をリマインドするサービスを想定してい

る．散在シナリオでは，図 10 に示すように，移動軌跡を
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表 1 シミュレーションで用いた各方式のパラメータ

Table 1 Simulation parameters for each method.

含む正方形のシミュレーションエリア内において，監視ス

ポットをランダムな場所に設定した．

いずれのシナリオにおいても，監視スポットの数は，シ

ミュレーションの試行ごとに 1から 10の間でランダムに

設定して配置した．各監視スポットに入圏した後，指定し

た発火抑止期間中は，該当の監視スポットへの入圏の検知

を抑止することとする．発火抑止期間は 12 時間とした．

シミュレーションエリアの 1辺の長さは，1日のGPS履歴

における東西もしくは南北方向の最大の移動距離の 2倍と

した．散在シナリオでは，約 1/4以下の監視スポットが移

動軌跡の上に配置され，残りの監視スポットは移動軌跡の

周囲もしくは内側に配置される．

5.3 比較方式

端末の進行方向を考慮しない最大想定速度利用方式，3章

で述べた進行方向を考慮する閾値変動方式と閾値固定方

式，および提案方式の 4つの方式について評価する．

最大速度利用方式は，端末の進行方向にかかわらず，つ

ねに最大の想定移動速度 V maxで監視スポットに近づくと

想定して測位間隔を決定する．これは，既存の間隔可変測

位方式 [2]でも採用されている手法である．各方式におい

て利用するパラメータを表 1 に示す．最大速度利用方式で

は，V maxを 1 km/hから 150 km/hまで変化させる．他の

方式では，V maxを 100 km/hで一定とする．なお，測位

間隔の最大値 Tmaxは 60分，最小値 Tminは 1分とした．

5.4 評価結果

各方式の性能を比較するため，測位回数および検出精度

を評価した．シミュレーションの試行回数は，監視スポッ

トの半径が 1 kmのシナリオについては 500回とし，半径

図 11 偏在シナリオにおける性能評価結果（半径 1 km）

Fig. 11 Evaluation by clustering allocation (radius: 1 km).

が 100 mのシナリオについては入圏の発生回数が少ないた

め 5,000回とした．測位回数は，24時間のシミュレーショ

ンにおける GPS測位の回数である．検出精度は，適合率

（Precision）と再現率（Recall）を評価した．適合率は，監視

スポットへの入圏を検出した回数のうち，端末が監視スポッ

ト内に実際に存在した回数の割合である．再現率は，全試

行の全入圏回数のうち，入圏を検出した回数の割合である．

再現率の悪化は，検出漏れが増加していることを意味する．

すべての方式について誤検出は発生せず，適合率は 1.0で

あったため，以下では，再現率と測位回数の評価結果を示す．

偏在シナリオにおいて，提案方式は他の 3つの間隔可変

測位方式と比較して，同一の測位回数の場合，最も検出精

度が高い結果となった（図 11）．図 11の横軸は再現率を

示し，縦軸は測位回数を示す．最大速度方式で V maxが

60 km/hの場合と，提案方式で αが 0.1の場合を比較する

と，提案方式は再現率を 0.97から劣化させることなく，測

位回数を 884回から 630回まで約 29%削減している．

閾値変動方式は，他の 3方式と比較して，特に検出精度

が悪化する結果となった．これは，端末が監視スポットか

ら離れた場合に，測位間隔が上限値となることが起因して

いると考えられる．移動耐性領域を拡大することにより再

現率の改善が見られるが，同時に測位回数が増大している．

これは，移動耐性領域の拡大により測位間隔が短くなるた

めである．

閾値固定方式は，接近角度の閾値 λが πもしくは 0に近

づくと，提案方式において αが 1もしくは βが 0に近づい

た場合と同様の特性を示す．λが πと 0の中間の値をとる

場合，提案方式と比較して性能が悪化する．閾値固定方式

で λ = 7π/8の場合と，提案方式で α = 0の場合を比較す

ると，提案方式は検出精度を劣化させることなく，測位回

数を 35%低減させている．

このように，移動方向を考慮する方式において閾値を設

けた場合，検出精度の悪化が著しい．また，これらの方式

でパラメータの調整により検出精度を改善しようとすると

測位回数の増大につながる．
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図 12 散在シナリオにおける性能評価結果（半径 1 km）

Fig. 12 Evaluation by random allocation (radius: 1 km).

最大想定速度利用方式は，提案方式と比較すると，

V max = 100 km/h の場合に，提案方式で α = 1 の場合

と同一の結果となる．最大想定速度利用方式は，V maxの

値を下げるとともに再現率が悪化する一方，提案方式は α

の値を小さくしても，α = 0.2程度までは再現率を維持し

たまま測位回数を下げている．これは，提案方式において

移動方向を考慮して測位間隔を減らした効果といえる．

散在シナリオでは，提案方式は閾値を用いる 2方式と比

較して測位回数を下げる効果が確認されたものの，想定最

大速度利用方式とは，ほぼ同じ結果となった（図 12）．偏

在シナリオでは，滞在点の近傍や移動経路上に監視スポッ

トが存在する．これに対して，散在シナリオでは，監視ス

ポットは移動経路と独立に配置される．このため，すべて

の方向を同等に扱う想定最大速度利用方式が性能面で有利

になると考えられる．また，偏在シナリオと散在シナリオ

の測位回数を比較すると，全体として散在シナリオの測位

回数の方が小さい．提案方式で α = 1の場合で比較する

と，1,086回から 761回と 30%減少している．これは，偏

在シナリオでは移動経路の近辺に監視スポットが存在し，

測位間隔が短いためと考えられる．

監視スポットの半径を 100 mとした場合，偏在シナリオ

では，監視スポットの半径が 1 kmの場合と同様の結果で

あった（図 13）．このことから，監視スポットの半径が変

化した場合でも，提案方式は，偏在シナリオのように移動

経路上に存在する監視スポットの検出に有効であるといえ

る．なお，監視スポットの半径が小さくなることにより，

実際に入圏が発生する確率が小さくなる．このため，監視

スポットが発火抑止の状態とならず，測位回数が相対的に

増加する結果となっている．

監視スポットの半径が 100 m の散在シナリオでは，各

方式において再現率が 0.4 未満に低下する結果となった

（図 14）．このシナリオでは，小さな半径の監視スポット

が配置され，入圏の検出が困難な状態であるためと考えら

れる．各方式の性能を比較すると，想定最大速度利用方式

図 13 偏在シナリオにおける性能評価結果（半径 100 m）

Fig. 13 Evaluation by clustering allocation (radius: 100 m).

図 14 散在シナリオにおける性能評価結果（半径 100 m）

Fig. 14 Evaluation by random allocation (radius: 100 m).

が性能面で有利となっている．

各シナリオの評価結果を比較すると，監視スポットの半

径が同一の条件では，散在シナリオよりも偏在シナリオの

再現率が高い．これは，偏在シナリオでは GPS履歴のク

ラスタリングにより監視スポットを配置しており，長期間

滞在する地点の近傍に監視スポットが配置されることか

ら，入圏の検出までの時間的猶予が大きいためである．ま

た，同一シナリオにおいて監視スポットの半径を変化させ

た場合で比較すると，半径が小さい 100 mの方が再現率が

悪化している．これは，監視スポットの半径が小さくなる

ことにより，検出漏れが増加しているためと考えられる．

6. おわりに

本論文では，接近速度を算出する機能を間隔可変測位方

式に組み込むことにより，端末の進行方向に応じて測位間

隔を削減する方式を提案した．提案方式では，監視スポッ

トに対する接近角度の変化に対して測位間隔を連続的に変

化させることにより，測位回数の増大を抑制しつつ検出漏

れを改善する．GPS履歴を利用した現実的な移動軌跡デー

タによるシミュレーションにより 3つの間隔可変測位方式

と比較し，監視スポットが滞在点の近辺に存在するシナリ

オにおいて，検出精度を維持しつつ測位回数を 29%削減す
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る効果を確認した．今後は，間隔可変測位方式に加えて，

移動検出機能や測位手段切替え機能を含めたシステム全体

の最適化に取り組みたい．
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